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１．日本の地域社会・経済の現状



（１）地域社会・経済の現状 4

● 東京圏が伸長する形で、三大都市圏以外の地域の人口比率は減少。

地域の人口減少 地域の市場規模の縮小

自然災害の激甚化・頻発化 インフラ老朽化

【出典】総務省「住民基本台帳に基づく人口、事項動態及び世帯数」
（ https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/daityo/jinkou_jinkoudoutai-setaisuu.html）を基に作成

１．日本の地域社会・
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（万円）

●二人以上世帯の１世帯当たり消費支出のここ10年での変化を地域
別にみると、大都市・中都市圏では増加しているが、小都市・町村で
は減少しており、世帯当たりの購買力が低下。

0.4 1.8 0.8 0.2 -0.6

（出典）総務省家計調査（家計収支編）調査結果
（ https://www.stat.go.jp/data/kakei/2.html ）を基に作成

●豪雨・台風・高潮や熱波等の気象災害が激甚化・頻発化し、従来の
想定を超えた対応が急務に。

【出典】内閣府「内閣府防災情報ページ」
（ https://www.bousai.go.jp/taisaku/gekijinhukko/status.html）を基に作成

【出典】国土交通省「水害レポート2023」
（ https://www.mlit.go.jp/river/pamphlet_jirei/pdf/suigai2023.pdf）を基に作成

【出典】内閣府「令和3年度経済財政白書」
（ https://www5.cao.go.jp/j-j/wp/wp-je21/pdf/p020123.pdf）を基に作成

●社会インフラの老朽化が急速に進行し、地方における一人当たりのインフ
ラ維持コストは増加し、地方財政の負担となっている。

激甚災害の指定件数



（２）地域課題の状況 5

⚫ 「起業・創業支援」や「公共交通機関の縮小による住民の利便性低下」は、三大都市圏と地方共に、解決を図りた
いと考える課題の上位2分野である。一方、三大都市圏は、「公共交通機関の縮小による住民の利便性低下」と同
率で「省エネルギー対策や二酸化炭素の排出抑制への高まり」が上位であるが、地方では「農林水産業の担い手不
足」となっているなど、三大都市圏とそのほかの地方で、抱える地域課題に違いがあることが分かる。

＜三大都市圏とそのほかの地方別に、自治体が解決を図りたいと考える地域課題の分野＞（上位11位を抜粋）

三大都市圏
（n=189）

そのほかの地方
（n=382）

（出典）中小企業庁 2023年版 小規模企業白書
https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/2023/shokibo/b2_1_1.html
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（３）新しい地方経済・生活環境創生本部の動き（地方創生2.0の「基本的な考え方」） 6

（出典）内閣府 新しい地方経済・生活環境創生本部 地方創生2.0 の「基本的な考え方」（令和6年12月24日）

１．日本の地域社会・
経済の現状



【調査時期】 令和６年７月４日～８月19日
【照会方法】 総務省から、調査・照会システムを通じて、都道府県・市区町村の情報通信部局に照会。
【回答数】 1,471団体／1,788団体（82.3%）

※本調査の対象とする事例は、地域住民の利便性向上などの地域課題の解決を主目
的としたものであり、地方公共団体の内部業務効率化などを主目的とした事例庁舎内の
Wi-Fiや業務システム導入などの事例は対象外としている。

（調査対象の例）：河川等の監視のためのセンサー設置、 ICT を活用した高齢者見守りシステムの整備、画像デー
タを利用したスマート農業、 LPWA 網を活用した地域の防災行政無線システムの整備等。

32.8%

13.7%

2.0%

2.9%

1.2%

47.3%

0.0% 25.0% 50.0% 75.0%

取組事例はなく、検討したこともない

取組事例はないが、検討したことはある

取組事例はないが、実証したことがある

取組事例はないが、実証中である

取組事例はあったが、現在は活用していない

取組事例がある

地域課題解決のために、デジタル技術の導入に取り組んだ事例の有無

約半数の地域で
デジタル実装が進んでいない

（４）地域におけるデジタル技術の導入状況 7
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87.6%

84.4%
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９ その他

８ 住民理解の欠如

７ 利害関係者間の調整が困難

６ 推進体制の欠如（体制構築が困難）

５ 課題解決に資するデジタル技術の提供企業に関する情報の不足

４ 他地域におけるデジタル技術の導入例・効果に関する情報の不足

３ デジタル技術の導入・運用計画を策定できる人材の不足

２ 運用経費にかかる予算の不足

１ 導入経費にかかる予算の不足

● 地域においてデジタル技術を導入する際の課題には、

①導入・運用にかかる予算の不足

②デジタル人材の不足/DX計画策定ができる人材の不足

③デジタル技術の導入効果/デジタル技術の提供企業等に関する情報の不足

④DX推進体制の不足

が挙げられており、こうした課題を解消することが地域DXを推進する上では重要。
デジタル技術導入の際の課題

【調査時期】 令和６年７月４日～８月19日
【照会方法】 総務省から、調査・照会システムを通じて、都道府県・市区町村の情報通信部局に照会。
【回答数】 1,471団体／1,788団体（82.3%）

デジタル人材の不足 DXに関する情報不足 ＤＸ推進体制の欠如

予算の不足

（５）地域におけるデジタル技術導入の課題 8
１．日本の地域社会・
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（６）地域課題整理のニーズ 9

⚫ 総務省では地域社会DXに取り組む意向のある自治体を支援するため、令和６年度「地域デジタル基盤
活用推進事業(計画策定支援)」では、「A 地域課題整理コース」と「B ソリューション実装コース」を用意。

⚫ 今年度支援先60団体のうち、Aコースが52団体となっており、約87％の団体がAコースを選択しており、
小規模自治体では取組むべき地域課題の整理の段階からの支援ニーズが高い。

A 地域課題整理コース B ソリューション実装コース

支援対象 地域課題の洗い出しから支援を希望する団体
地域課題の解決策は明確化されており、具体
的な実装計画書策定の知見・ノウハウの支援
を希望する団体

支援内容
解決すべき地域課題の調査、分析及び整理
から、デジタル技術を活用した当該地域課題
の解決策の検討及び立案までを伴走支援。

支援対象団体内における予算要求や国の補
助金への申請・提案等への活用も念頭に置き
つつ、デジタル技術を活用して地域課題の解
決を図るためのソリューション実装計画書の策
定を支援。

【計画策定支援】
地方公共団体内における予算要求 、地域デジタル基盤活用推進事業を含む国の

支援への申請・提案等にもご活用いただけるよ うな計画書の作成 、デジタル技術の

導入に向けた第一歩となる地域課題の洗い出しや整理を図ることを目指し、３ヶ月程

度の間、コンサルタント等の専門家が伴走支援。

１．日本の地域社会・
経済の現状



（７）地域課題の解決に取り組む中小企業の状況 10

⚫ ３分の１以上の中小事業者において、現在、何らかの取組を行っており、また今後、取り組む予定である事業者の
割合が約5割であることが分かる。このことから、中小企業においても、地域課題解決事業に取り組むことへの関心が
高まっている様子がうかがえる。

⚫ 右下図は、自治体が事業者と連携する上で、事業者側に求めることを確認したものである。「自地域が抱える課題を
理解していること」と回答した自治体が最も多く、次いで「事業を継続的に実施していくこと」となっていることが分かる。

＜地域課題解決事業の取組状況＞

（１）現在の取組状況

（２）今後の取組意向

＜自治体が事業者と連携する上で、事業者側に求めること＞

（出典）中小企業庁 2023年版 小規模企業白書
https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/2023/shokibo/b2_1_1.html

１．日本の地域社会・
経済の現状



（７）地域課題の解決に取り組む中小企業の状況 11

⚫ 自治体との連携状況を見ると、「既に取り組んでいる」又は「取り組んでいないが、今後取り組む予定」と回答した事業者の割
合の合計が約6割であり、他の事業者との連携について見ると、同様の回答した事業者の割合の合計が約7割となっている。
自治体との連携と同様に半数以上の事業者は他の事業者と連携して取り組む可能性があることがうかがえる。

⚫ 連携したことによるメリットとしては、「企業としての信用度向上につながる」や「販売先が広がる」、「地域課題に関する情報提
供が受けられる」といった項目が上位に挙げられている。地域課題解決事業に取り組む事業者は、連携を通じて企業としての
信用度向上や販売先の拡大、地域課題のニーズ把握などにつながり、同事業の黒字化を実現している可能性が考えられる。

＜地域課題解決事業に取り組む事業者の連携状況＞

（１）自治体との連携

（２）他の事業者との連携

＜事業者が連携したことによるメリット＞
（n=1,057）

（出典）中小企業庁 2023年版 小規模企業白書
https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/2023/shokibo/b2_1_1.html

１．日本の地域社会・
経済の現状



２．AIの動向



（１）AIを含むデジタル技術の最新動向（AIの進展） 13

⚫ AI（人工知能）の歴史は1950年代から始まり、何度かブームと冬の時代を繰り返してきた。探索・推論から始まった
第1次AIブームは、音声認識等が組み込まれた第2次AIブームを経て、第3次AIブームとしてディープラーニング（深層
学習）をはじめとした革新的な技術が登場し、社会で実用され得るAIが開発されて社会に浸透していった。2022年
頃からの生成AIの急速な普及により、現在は第4次AIブームに入ったとも言われている。

（出典）令和6年度 情報通信白書

＜人工知能・ビッグデータ技術の俯瞰図＞

２．AIの動向



（１）AIを含むデジタル技術の最新動向（AIの進展） 14

⚫ 世界のAI市場規模（売上高）は、2022年には前年比78.4％増の18兆7,148億円まで成長すると見込まれており、
その後も2030年まで加速度的成長が予測されている。

⚫ 日本のAIシステム市場規模（支出額）は、2023年に6,858億7,300万円（前年比34.5％増）となっており、今後
も成長を続け、2028年には2兆5,433億6,200万円まで拡大すると予測されている。

（出典）令和6年度 情報通信白書

＜世界のAI市場規模（売上高）の推移及び予測＞ ＜国内AIシステムの市場規模（支出額）の推移及び予測＞

２．AIの動向

支出額（10億円）

成長率（％）



（１）AIを含むデジタル技術の最新動向（AIの進展に伴い発展する技術） 15

⚫ ロボットの開発・利用の拡大と人工知能（AI）の発展は相互に関わり合いながら進展してきた。ロボットは、センサ
（感知／識別）、知能・制御系（判断）、駆動系（行動）の3つの要素技術を有する知能化した機械システムと
捉えられており、AIのディープラーニングをベースに強化学習を組み合わせることで、識別の能力が飛躍的に上がり、ロ
ボットに備わっているカメラやセンサから大量のデータを収集し、分析することが可能になった。

⚫ 通常、ロボットを動かすにはプログラミングが必要であるが、今後、生成AIが人との対話を通じて自らプログラミングができ
るようになれば、人の言葉を理解して即座にプログラミングし、ロボットを制御する未来も期待される。

＜ロボティクスの研究開発のトレンド＞ ＜ロボティクスのAI市場規模＞

（出典）Statista 「Statista Market Insights」（出典）CRDS国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター
研究開発の俯瞰報告書 システム・情報科学技術分野（2023年）

２．AIの動向



（１）AIを含むデジタル技術の最新動向（AIの進展に伴い発展する技術） 16

⚫ 自律的な自動運転技術においては、システムが行う認知、判断、操作の3つのプロセスにおいてAIの技術が活用され
ている。AIは、車両に搭載したカメラやセンサで取得した周辺の情報を認識処理し、障害物を避けて車両を安全に走
行させる。前方を走行する車両や歩行者等の挙動予測や、それらを踏まえた車両制御の判断や意思決定においても
生成AIが活用されている。自動車の安全運転をサポートするのも、AIの活躍が期待されている重要な役割である。

⚫ 世界の自動運転車の市場規模は、2021年に240億ドルを超えた。市場は今後も成長し、2026年には約620億ドル
の規模に達すると予想されている。

（出典）Statista

＜自動運転車の市場規模＞

２．AIの動向



（２）企業におけるAIの導入状況（経年変化及び米国との比較） 17

⚫ 企業におけるAIの導入状況について尋ねた結果を示す。日本の「導入している」「現在実証実験を行っている」の回答
割合の合計は2021年度から年々増加している。

【出典】独立行政法人情報処理推進機構「DX動向2024（データ集）」を基に総務省作成

２．AIの動向



（２）企業におけるAIの導入状況（従業員規模別） 18

⚫ 企業におけるAIの導入状況について尋ねた結果を従業員規模別に示す。従業員1,001人以上の企業においては約
半分の企業がAIを導入しており、従業員規模の少ない企業との差が著しい。

【出典】独立行政法人情報処理推進機構「DX動向2024（データ集）」を基に総務省作成

２．AIの動向



（２）企業におけるAIの導入状況（データ利活用状況別） 19

⚫ 企業におけるAIの導入状況について尋ねた結果をデータ利活用状況別に示す。データ利活用が進んでいる企業ほど
AIの導入も進んでいる。

【出典】独立行政法人情報処理推進機構「DX動向2024（データ集）」を基に総務省作成

２．AIの動向



（２）企業におけるAIの導入状況（AIの導入目的（経年変化及び米国との比較）） 20

⚫ AIの導入目的について尋ねた結果を示す。日本企業のAI導入目的は業務改善に関する活用が多く、顧客向けや新
たな価値の創出については少ない。

【出典】独立行政法人情報処理推進機構「DX動向2024（データ集）」を基に総務省作成

２．AIの動向



（３）業務における生成AIの活用状況（メールや議事録、資料作成等の補助）

（出典）総務省（2024）「国内外における最新の情報通信技術の研究開発及びデジタル活用の動向に関する調査研究」

＜業務における生成AIの活用状況（メールや議事録、資料作成等の補助）＞

企業を対象に、業務における生成AIの活用状況を尋ねたところ、

⚫ 例えば、「メールや議事録、資料作成等の補助」に生成AIを使用していると回答した割合は、日本で46.8％（“業
務で使用中”と回答した割合）であり、他国と比較するとその割合は低い。

⚫ “トライアル中”までを含めると、米国、ドイツ、中国の企業は90％程度が使用しており、海外では、顧客対応等を
含む多くの領域で積極的な利活用が始まっている一方で、日本企業は社内向け業務から慎重な導入が進められ
ていることがわかった。

21２．AIの動向



（４）業務における生成AIの活用状況（他の業務）

（出典）総務省（2024）「国内外における最新の情報通信技術の研究開発及びデジタル活用の動向に関する調査研究」

22２．AIの動向



（４）企業における生成AIの利活用事例 23

【出典】内閣府 AI戦略会議第９回「資料1-3 田中構成員資料（進化する日本でのAIの利活用）」を基に総務省作成

２．AIの動向



３．地域社会DX推進に向けた
総務省の取組



（１）地域社会DX推進パッケージ事業 25３．地域社会DX推進
に向けた総務省の取組

● ICT技術を活用した地方創生2.0の実現に向け、デジタル技術の実装（地域社会ＤＸ）による地域社会課題の
解決を図るべく、デジタル人材/体制の確保支援、AI・自動運転等の先進的ソリューションや先進無線システム
の実証、地域の通信インフラ整備の補助等の総合的な施策を通じて、デジタル実装の好事例を創出するととも
に、必要な効果的・効率的な情報発信等を実施することで、全国における早期実用化を促進。

①デジタル人材／体制の確保支援
a )推進体制構築支援

b )計画策定支援

c )地域情報化ア ド バ イ ザ ー

d )人材ハブ機能

ロ ー カ ル ５ G を は じ め と す る 新 し い 通 信 技 術 な ど を 活
用 し た 先進的 な ソ リ ュ ー シ ョ ン の 実 用化 に 向 け た 実証

先進無線シス テ ム活用タイプ

②先進的ソリューションの実用化支援（実証）

社 会 課 題 解 決 に 資 す る 通 信 シ ス テ ム を 用 い た
A I ・ 自 動 運転等 の 先進的な ソ リ ュ ー シ ョ ン の 実 証

A I ・ 自動運転等の検証タイプ

都道府県 を中心 と し た 持続可能な地域 の D X推進体制の構築 を支援

デ ジ タ ル 実装 に必要 と な る地域課題 の整理 、導入 ・ 運用計画 の策定 に対す る専門家に よ る 助言

地域情報化 ア ド バ イ ザ ー に よ る 人材の育成 ・供給 を支援

デ ジ タ ル 人材 を地域外 か ら確保 す る場合 の人材 の マ ッ チ ン グ を 支援

好事例の創出・横展開

令和６年度補正予算額 7,399百万円、令和７年度予算額（案） 50百万円（新規）

デ ジ タ ル 技術 を活用 し て 地域課題 の解決 を図 る た め に必要 な通信
イ ン フ ラ な ど の 整備 を支援

③地域のデジタル基盤の整備支援（補助）



（２）地域情報化アドバイザー派遣制度 26３．地域社会DX推進
に向けた総務省の取組



（３）起業家甲子園・万博 27

⚫ 総務省・NICTの共催により、地域発ICTスタートアップの創出による地域課題の解決や我が国経済の活性化を目的
に、ビジネスプランコンテストを実施し、審査委員（投資会社社長等）の得票が最も多かった者に総務大臣賞を授
与。

「起業家甲子園」（平成23年度～）：起業を目指す学生を対象（高専学生、大学生、大学院生等が中心）

「起業家万博」（平成14年度～） ：創業３年未満のICTスタートアップを対象

◼起業家万博受賞者のその後

◼選考過程（地区予選～全国大会）

各地区予選優秀者は全国大会へ
の挑戦権を獲得

プレゼンの上、最も投資したいと思う者
№１に「総務大臣賞」（起業家甲子
園・万博それぞれ）を授与

VC業界の一流メンターが、資金調達・事業化に
向け、ビジネスプランの改善をサポート

発掘 【地区予選】 地区予選通過者への支援

平成21年度

⚫ インターネットクラウドによる名刺
管理システムを開発

⚫ 平成31年4月に東京証券取引所
マザーズに株式上場

平成27年度

⚫ 銀行口座を持たず、自分の給与
を担保にクレジットカードの決済が
可能なシステムを開発

⚫ 米英など海外6か国に事業展開

Logo

平成30年度

⚫ 深層学習を活用した病理画像診
断を支援するソフトウェアを開発

⚫ G20福岡（令和元年６月）での
財務大臣・中央銀行総裁会議
歓迎レセプションに出展

マッチング 【全国大会】

３．地域社会DX推進
に向けた総務省の取組

http://www.doreming.com/ja/


（４）スタートアップ創出型萌芽的研究開発支援事業 28

⚫ 令和５年度より、スタートアップの創出に力点を置いた「スタートアップ創出型萌芽的研究開発支援事業」を開始。

⚫ 令和5年度は40件（フェーズ１：23件、フェーズ２：17件）、令和6年度は22件（フェーズ１：7件、フェーズ
２：15件）のICT分野のスタートアップを採択。

⚫ 併せて、民間の有志企業等の協力を得て、「ICTスタートアップリーグ」という官民一体の支援の取組を推進。

● 支援の概要 ●● 事業概要図 ●

人材確保のフェーズ 研究開発費の支援

特許取得に
係る支援

事務処理の
フェーズ

民間出資者等との
マッチングイベント

事業化への助言等

フェーズ 1
(PoC・F/S)

フェーズ 2
(実用化開発)

フェーズ 3
(事業化準備等)

出口市場
(公共調達等)

最大300 万円
(1 年間)

最大2,000 万円
(1 年間)

民間資金による
支援

自律的な
事業運営へ

芽出しの研究開発から事業化まで
一気通貫での伴走支援

【フェーズ 1】 【フェーズ 2】

研究開発費の支援

これから本格的に起業や事業化を目指
す個人若しくはグループ又は起業して間
もないスタートアップなどが行うICTの研

究開発を支援。

開発支援金：最大300万円／年

事業の確立、拡大を目指し、技術の事
業化、事業計画のブラッシュアップ等に
取り組む個人、グループ又はスタート
アップが行うICTの研究開発を支援。

開発支援金：最大2,000万円／年

伴走支援

以下の伴走支援を行い、スタートアップの立ち上げや成長を支援・促進。
⚫ 専門家による起業、開発、実用化への助言
⚫ 実用化に係る事務的な支援(購買、物品管理、特許取得フェーズ等)
⚫ 開発、起業ノウハウに関する勉強会
⚫ ピッチ、マッチングイベントの開催
⚫ 人材確保のフェーズ
⚫ 展示会への出展支援

民間取組との連携例

民間独自のイベントへの
採択者の参加

３．地域社会DX推進
に向けた総務省の取組



（５）ローカル10,000プロジェクト 29３．地域社会DX推進
に向けた総務省の取組



（６）大学等と地域が連携して取り組む地域課題解決プロジェクト 30３．地域社会DX推進
に向けた総務省の取組



４．主な検討事項



主な検討事項 32

●スタートアップ企業や研究機関のAIを含む新たなデジタル技術を、地域課題解決における社
会実装に繋げるための支援策の在り方

●意欲ある企業によるAIを含むデジタル技術を、地域課題解決に活用できるようにするための適
切なマッチングのための方策の在り方

●AIを含むデジタル技術の活用による地域課題解決を、実証に止まらず持続的かつ社会的な
実装に効果的に繋げるための方策の在り方

４．主な検討事項
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